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抄　録

　わが国は人口減少局面にあるだけでなく生産労働人口も減少している．日本創成会議によれば，半分ほ

どの自治体が近い将来消滅する可能性があるとし，経済活動に大きな影響を及ぼすとしている．国は，保

健医療政策により在宅生活の維持につながる生活活動能力の向上を目指している．一方，８割以上の高齢

者が介護保険を利用しておらず，運動・スポーツを積極的におこなっていた．そこで，高齢者の日頃の行

動範囲を広げる要素として運動をあげＬＳＡとの関係を調べた．先行研究から，生活活動量，身体機能，

健康状態，ＩＡＤＬ，物的・人的環境がＬＳＡに関係し，ＬＳＡが高いことが日常生活自立度の向上や社

会参加の増加に繋がっていた．そこで，通所介護を利用する要支援・要介護者を対象として，９ヵ月間の

運動介入効果を調査した．結果は，年齢との関係はみられなかったが，要支援１から要介護１の対象者の

中では，要介護１の対象者が最も社会的な生活の広がり効果があった．
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注 1）総務省統計局（2018）「人口推計 平成 30 年（2018 年）6 月確定値 平成 30 年（2018 年）11 月概算値（2018 年 11 月 20 日公表）」（https://www.stat.go.jp/
data/jinsui/new.html, 2018.11.25）．
注 2）国立社会保障・人口問題研究所（2018）「日本の将来推計人口 ―平成 28（2016）年～平成 77  （2065）年―」（http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/
zenkoku2017/pp29_gaiyou.pdf, 2018.11.25）．
注 3）日本創成会議・人口減少問題検討分科会（2014）「成長を続ける 21 世紀のためにストップ少子化・地方元気戦略」（http://www.policycouncil.jp/pdf/prop03/
prop03.pdf, 2018.11.25）．

はじめに

わが国の総人口は，2018年では１億2642万人であり，前年同月に比べ27万人（0.22％）減少した．なかでも，

15歳から64歳の生産労働人口は7,557万2千人で，前年同月と比べ53万4千人（0.7％）減少している．一方，65歳
以上の高齢者は3,547万1千人で，前年同月と比べ45万5千人（1.3％）増加した注1）．これが，2020年には3,619万人

となり，その後増加は緩やかになり，2042年の3,935万人でピークを迎え，その後減少に転じるとみられる．

他方，総人口は2053年に9,924万人となり，１億人を割る人口になると推計されている注2）．これに関連して，

日本創成会議によれば，自治体の49.8％（896自治体）が近い将来消滅する可能性があり，また，総人口が１万

人未満の自治体の29.1％（523自治体）は消滅する可能性が高いという注3）．このことは，社会保障だけでなく経

済活動に対しても大きな影響を及ぼす．そのため，国は保健医療政策を従来の治療中心から健康を意識した予

防支援に転換を図っているが，そのなかで重要視されることは在宅生活の維持であり，生活における活動能力

の確保である．生活活動能力は，日頃の行動範囲の狭小化により悪化するとみられるため，健康維持および未

病に繋がる要素としては生活空間の拡大がより重要になる．そこで，本稿では高齢者の運動と生活空間に関す

る先行研究を調べた．そのうえで，通所介護（デイサービス）を利用する要支援・要介護者を対象として，９ヵ

月間の運動機能に関する介入効果で生活空間がどのように変化したのかの評価と関連要因を検討した． 

１. 高齢者の日常の過ごし方と運動の頻度及び関連する消費

人生の過ごし方を時間軸から捉えると，大学卒業から再雇用期間65歳までの就労時間は8万6,000時間であり，

再雇用終了後の自由時間は8万6,870時間である．再雇用まで働いた時間と再雇用修了後の自由時間とは同じに
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なる注4）．人生100年時代を見据えれば，大幅に伸びた定年後の時間の過ごし方として健康維持および未病に繋

がる予防が求められていることが分かる．厚労省は「保険医療2035注5）」を提言し，健康・医療につき，安心，

満足，納得が得られることを基本とし，（1）サービスを量から質，（2）インプット中心から患者の価値中心，（3）
行政による規制から当事者による規律，（4）キュア中心からケア中心，（5）発散から統合を掲げ，保健医療を，

健康を意識した結果が期待できる予防支援にパラダイムシフトすることを目指している．これらを実践する重

要な要素は在宅サービスであるが，現状は居宅サービスにおける入所系サービスに比重を置いた施策がみられ，

介護保険制度の創設理念である住み慣れた地域とはかけ離れている．

高齢者の暮らしをみれば，2018年9月では介護保険の認定者数は654万5千人であり，高齢者の18.3％注6）であ

る．高齢者の就業者数は886万人であり，その割合は24.9％注7）と低い．高齢者の半数以上が介護保険を利用し

ておらず比較的元気であり，また就労していないことが分かる．就労意欲についての日本経済団体連合会の調

査によれば，企業の半数以上が従業員の65歳以上の再雇用後については処遇と役割の低下から生じるモチベー

ションの低下を問題視していることが示され，このことは今後５年ほどでは改善しないとしていた注8）．一方，

就業者意向をみれば，65歳を超えた女性と70歳を超えた男性の半数以上が就労しないことを望んでいると明ら

かにしている注9）．

一方，スポーツ庁は介護予防に有益な運動・スポーツの実施状況を性別・年代別に調査している．表１で示

すように，2017年度に運動・スポーツをおこなった頻度は全体で「月１日未満・他」が1番多いが，2番目は「週

３～４日」であった.性別でみると男性は「週５回以上」行っている人が2番目で，女性は,「週３～４日」おこ

なっている人が2番目となっている.「週３～４日」おこなっている人の年代をみれば，70歳代が最多であり，２・

３番目に多いのは10代・60歳代である．運動・スポーツをおこなっている頻度は,週1日以上が51.8％と過半数

を占めており，年代別では60～70歳代の高齢者が多くを占めている．実施頻度は，女性に比べ男性のほうが高

い傾向がみられ，性別に関わらず60歳代で急激に増加し始め，70歳代でもさらに増加している．

表１　運動・スポーツを１年間におこなった頻度と年齢・性別との関係 (N  =  20,000)

％ n ％ n ％ n ％ n ％ n ％ n ％ n
12.8 2,560 13.3 2,660 12.5 2,500 13.2 2,640 12.1 2,420 36.1 7,220 100 20,000

14.2 1,412 13.0 1,292 12.5 1,243 13.7 1,362 13.2 1,312 33.4 3,320 100 9,941

11.5 1,157 13.6 1,368 12.4 1,247 12.6 1,267 10.9 1,096 39.0 3,923 100 10,059

16.5 82 16.7 83 13.9 69 16.3 81 12.9 64 23.7 118 100 498

9.8 259 13.2 349 11.9 315 15.1 399 17.4 460 32.6 862 100 2,645

8.9 285 10.4 333 12.2 391 14.0 449 14.5 465 40.0 1,282 100 3,206

9.3 367 9.3 367 10.0 394 13.6 536 13.1 516 44.7 1,762 100 3,942

11.2 354 10.4 328 10.9 344 13.0 411 11.5 363 43.0 1,358 100 3,158

16.4 642 16.0 626 14.0 548 11.9 466 9.3 364 32.4 1,268 100 3,915

22.0 580 22.0 580 16.4 432 11.0 290 6.8 179 21.8 575 100 2,636

出典: 「スポーツの実施状況等に関する世論調査(平成29年11～12月調査)」筆者修正．
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男 性

女 性

10 代

項　 目 週５日以上 週３～4日 週２日 週１日 月１～３日

 
ところで，運動・スポーツの実施には多くの経費がかさむが，経済産業省が運動・スポーツに関する消費額

について調査している．資料は2013で少々古いが，表２で示すように，男女別月額では，60歳代男性が9,173
円で最も多く，女性は60歳代が最も多く6,497円の消費であるが,男性の70歳代8,550円・50歳代7,805円・40歳代

7,428円よりも低い．

注 4）大学卒業から再雇用期間 65 歳までの就労時間は，1 日 8 時間労働×週 5 日勤務× 50 週× 43 年（22 歳より 65 歳まで勤務）として算出，再雇用終了後の

自由時間は，1 日 14 時間（睡眠時間 8 時間を除いた時間）× 365 日× 17 年（男性の平均余命）として算出，平均余命は，厚生労働省（2018）「平成 29 年

簡易生命表の概況」（https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life17/index.html，2018.10.30）を参照した．
注 5）厚生労働省（2015）「保健医療 2035 提言書の公表について」（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000088369.html, 2018.11.4）.
注 6）厚生労働省（2018）「介護保険事業状況報告の概要（平成 30 年 9 月暫定版）」（https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/m18/dl/1809a.pdf）．
注 7）総務省統計局（2018）「労働力調査（基本集計）平成 30 年（2018 年）11 月分（2018 年 12 月 28 日公表）, 統計表 , 時系列表（12 表・16 表）」（http://
www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/，2019.1.1）．
注 8）一般財団法人日本経済団体連合会（2016）「中高齢従業員の活躍推進に関するアンケート調査結果」『ホワイトカラー高齢社員の活躍をめぐる現状・課題

と取組み 2016 年』:125-133（https://www.keidanren.or.jp/policy/2016/037_honbun.pdf,2018.11.16）.
注 9）内閣府（2017）「高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向」『平成 28 年版高齢社会白書（全体版）』（http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2016/html/
zenbun/index.html, 2018.11.16）.
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年齢別月額では60歳代が7,835円と最も高く，70歳代が7,329円である．消費額の推移をみれば， 性別に関係

なく60歳代で大幅に増えており，50歳代に比べて男性は17.5％，女性は80.4％増えている．平均でも37.4％増

加している．70歳代をみれば，性別に関係なく60歳代よりは幾分減少しているが，それでも50歳代以下よりは

増えている．

運動・スポーツに関する消費は，60～70歳代の高齢者が牽引しており，なかでも60歳代男性が消費している

ことが分かる。

表２　運動・スポーツに対する月額消費額 (男性 N  =  1,028  女性 N  =  937，単位 : 円)

15～19歳 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 合　計

男 性 2,192 4,346 5,436 7,428 7,805 9,173 8,550 44,930

女 性 1,585 3,738 3,669 3,549 3,601 6,497 6,107 28,746

平 均 1,889 4,042 4,553 5,489 5,703 7,835 7,329 36,838

参照 : 経済産業省(2013)「平成25年度我が国経済社会の情報化･サービス化に係る基盤整備『スポーツ産業の在り方･活性化に関する調査

研究事業』報告書概要版」筆者修正．

 

これらのことから，高齢者は仕事をしておらず，また就労を希望しない人が多く，また，ほとんどの人が介

護サービスを受けておらず比較的元気な方が多いと推察できる．再雇用修了後の時間は現役で働いている時間

とほぼ同じであり，この長い時間を活用して運動・スポーツを積極的におこない，このことが運動・スポーツ

に関する消費を牽引していることがみえてきた．

一方，高齢にともない基礎代謝が下がり，約３割に何らかの睡眠障害があることも分かっている（小曽根・

黒田・伊藤2012:267-275）．

２. 運動と生活空間についての先行研究

以上の点を念頭に置いて，ここでは通所リハビリテーション（デイケア），通所介護（デイサービス）を利用す

る地域在住高齢者がおこなう介護予防としての運動が生活空間の広がりにどのような影響を及ぼすのかについ

て検討してみた．

生活空間の広がりを調べるには，活動内容や時間，頻度などを正確に思い出してもらうのに多くの時間が必

要になる．そのため，簡便に身体活動を調査する方法として開発されたのがＬＳＡ （Life Space Assessment）注10）

という調査方法である．検索条件を，高齢者，運動，ＬＳＡとし，先行文献を検索したところ97件が抽出され

たが，さしあたり在宅支援に繋がる若干の研究に絞って検討した．

国内外でＬＳＡとその関連要因に関する検討が始まっているが，原田・島田・Patriciaら（2010）は，介護予

防を必要とする日本人高齢者に対する生活空間の尺度としてＬＳＡが有用であるかを調査し，移動の頻度や自

立状況の評価法について基準および構成の妥当性を検討している．このなかで，日本人高齢者の行動範囲の狭

小化に続いておこるとされる活動能力の低下について，生活空間の測定尺度としてＬＳＡの有用性を研究して

いる．調査は，介護保険制度上の特定高齢者，要支援１および２であり，歩行状態が自立とみなせる者2,147
人（79.4±6.9歳）を選定し，過去４週間の最大到達範囲，ＴＵＧ（Timed Up and Go test），ＩＡＤＬ，抑うつ気分，

健康度自己評価との関係を調べ，その結果，最大到達範囲である「町外」（生活空間レベル５）は64.1％であり，

生活空間の制限ありとみなした「自宅近隣以下（レベル３）」は12.6％であった．ＬＳＡの平均は51.4点，標準

偏差は25.2点で散布度が大きい特徴を示し，総合的な移動能力は，地域での移動能力が高い者ほどＬＳＡ得点

が高くなる傾向を示している．ＬＳＡの平均は男性が54.3点で，女性の50.2点より高かった．抑うつ気分は「い

つも感じる者」43.1点で，「それ以外の者」51.7点より低く，健康度自己評価では「健康でない者」47.7点で，

「健康である者」53.2点より低く，それらの差は有意であることが示されている．これにより，原田・島田・

Patriciaら（2010）によると，ＬＳＡは幅広い散布度を有し個人差を反映する特徴を持つとともに，移動の頻度

や自立状況の評価法について，基準および構成に関する妥当性を支持する傍証が得られたため，ＬＳＡが介護

予防を必要とする日本人高齢者に対する生活空間の測定尺度として有用であるとしている．

池田・松田・池田ら（2015）は，二次介護予防対象の高齢者に対する転倒予測として，ＬＳＡの有用性や転倒

注 10）Baker,PS.,Bodner,EV.,Allman,RM.（2003）.Measuring life-space mobility in community-dwelling older adults，J Am Geriatr Soc,51（11）:1610-1614．　
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に対するカットオフ値を検討している．調査は，二次予防事業に参加する高齢女性36名（74.2±8.3歳）を対象

に，運動機能評価，歩行周期変動，応用歩行予備能力，生活活動量，転倒恐怖感を測定し，転倒経験の有無で

二群に分け，これらの平均値を比較している．転倒予測因子については多重ロジスティック回帰分析で調べて

いる．結果は，転倒群は歩行周期変動が増し応用歩行予備能力と生活活動量が低下していた．転倒予測の因子

は，応用歩行予備能力に対しては関連がなく，ＬＳＡに対しては関連があった．転倒予測のＬＳＡカットオフ

値は47.3点であり，転倒群は庭や隣接する家屋程度を生活範囲としている傾向がみられ，屋外活動が乏しい傾

向がみられた．池田・松田・池田ら（2015）は，応用歩行予備能力を評価するＬＳＡとＴＵＧは生活活動量の評

価と併用することで移動能力の補足値となる可能性があると指摘している．

松田・宗形・池田ら（2015）は，ＬＳＡを低下させる要因を，２次介護予防対象30名（78.0±5.3歳）を対象に調

査している．ＬＳＡの高得点群と低得点群の２群に分け，各評価項目の得点の平均値における独立２群間の差

を調査し，各評価項目得点間の関連性とＬＳＡ低得点に関与する要因分析をおこなっている．移動能力の評価

はＴＵＧ，10m歩行速度，歩行周期変動率，歩行中の体幹加速度ＲＭＳ（Root Mean Square value）を用い，転倒

恐怖感の評価は転倒自己効力感の指標であるＭＦＥＳ（Modified Falls Efficacy Scale）を用いて実施している．結

果は，ＬＳＡ低得点群と高得点群間で，年齢，身長，体重，ＢＭＩ，性別についての関係はみられなかった．

過去１年間の転倒経験者の割合は，ＬＳＡ高得点群では20％，低得点群では73％であった．ＬＳＡ低得点群の

筋力低下は，バランス能力や歩行中の動的バランスの低さと関連性が高いことが推測された．また，ＬＳＡ低

得点群の歩行周期変動率は，転倒経験者に近く，転倒リスクが高いことが示された．ＬＳＡ低得点群では，歩

行中の体幹加速度である上下方向ＲＭＳが増大傾向にあり，歩行中の重心制御が不安定であった．ロジスティッ

ク回帰分析からＬＳＡ低得点を説明する要因として転倒自己効力感（ＭＦＥＳ）が挙げられていた．ＭＦＥＳ得

点は生活動作に対する自己効力感を示すものであることから，生活動作に関与する運動機能や移動能力等の影

響があると考えられた．ＭＦＥＳは，ＢＭＩ，膝伸展筋力，ＴＵＧ，歩行周期変動率，歩行中の体幹加速度で

ある上下方向ＲＭＳと相関していた．ＭＦＥＳは，ＢＭＩ，膝伸展筋力，移動能力および歩行安定性との関連

性を持ち，ＬＳＡを低得点化させる要因の１つであることが示された．松田・宗形・池田ら（2015）の調査によ

り，転倒や自己効力感は膝伸展筋力，移動能力，歩行中の不安定性と関連性があり，ＬＳＡの低得点化の要因

であることが示された．

一方,ＬＳＡは身体活動を生活空間といった概念で捉えており，居室から町外までの生活空間を５分割した

うえで，その範囲での活動の有無と頻度，および自立度を評価する指標である．適応範囲は，障害を有する者

から健常な高齢者まで広く，調査時間も10 分程度と短く適用しやすい評価方法であることから，島田・牧迫・

鈴川ら（2009）は，地域在住の高齢者に関する生活空間の拡大に影響を及ぼす要因をＬＳＡにより調べている．

対象は，介護予防健診を受診した日常生活動作が自立した高齢者322名（74.0 ± 5.5歳）であった．

ＬＳＡと潜在的に関連する要因として，一般健康状態，運動機能，物的・人的環境，趣味的活動の実施状況

を面接法により調べ，分析の結果，一般健康状態，運動機能，物的・人的環境は，ＬＳＡに直接関連していた．

一方，趣味的活動は，ＬＳＡに対して直接的な関連は認められなかったものの，運動機能を介して間接的に関

連していた．島田・牧迫・鈴川ら（2009）によれば，自立した高齢者の生活空間の拡大を検討するうえで，一般

健康状態と運動機能に着目した評価と指導が重要であると述べている．

地域在住高齢者を対象にした活動量と身体機能およびＩＡＤＬとの関連について，阿部・橋立・島田ら（2009）
は，ＬＳＡを用いて調査している．対象は，都市部在住の高齢者411人（76.7±5.3歳）であった．活動量はＬ

ＳＡを用い，下位項目であるＬＳ-Ｉ（Independent Life-Space），ＬＳ-Ｅ（Life-Space using equipment），ＬＳ-Ｍ
（Maximal Life-Space）を測定している．あわせて，要介護認定の有無，健康状態，身体機能，ＩＡＤＬに対し

て面接法を用いて調べている．結果は，ＬＳ-Ｉ，ＬＳ-Ｅ，ＬＳ-Ｍの値はいずれも約95％以上が満点を示し，

ＬＳＡにおいても平均92.7点と高い値であった．ＬＳＡを５歳の年齢階級別に比較した結果，85歳以上におけ

るＬＳＡは，65-69歳，70-74歳，75-79歳に比べ低かった．ＩＡＤＬの違いによるＬＳＡの比較は，「トイレに

間に合わない時の有無」「尿漏れの有無」「週４・５回の調理実施の有無」「家計管理の可否」「自分で電話の可

否」「服薬管理の可否」「蛋白質摂取の有無」については有意な差はみられなかった．他方，健康状態，身体機

能，ＩＡＤＬの状況とＬＳＡを比較した結果，「要介護認定あり」「転倒恐怖感あり」「健康感なし」「３種以上
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の服薬あり」「１km歩行不可」「５m歩行時間が基準値以上」「爪先立ち不可」「握力が基準値以下」「１人での

外出が不可」「趣味・稽古事なし」「辞めた趣味あり」においてＬＳＡは低い値を示した．都市部在住の高齢者

は，活動範囲が広く，活動量は高い傾向がみられるが，加齢によって悪化することが示されている．阿部・橋

立・島田ら（2009）は，ＬＳＡが移動機能に必要な身体機能や健康状態，移動機能の必要性の高いＩＡＤＬといっ

た因子と密接に関連し，高齢者における活動量の評価指標として有用であると指摘している．

前記の検索の結果，通所リハビリテーション利用者に対する生活活動度の調査の３件が該当した．川村・加

藤・近藤（2018）は，通所リハビリテーション利用者に対して，身体機能，精神・社会機能等と生活活動度との

関連性について調べ，約１年経過後における要介護度の変化を調査している．生活活動度はＬＳＡにより評価

し，通所リハビリテーションを利用する65歳以上の軽度の要介護者83名（79.5±6.8歳）を調査対象者としている．

ＬＳＡとの関連性を調べる項目として，一般情報，身体機能・構造，精神機能，社会機能を測定またはアンケー

ト方式でおこなっている．結果は，ＬＳＡ中央値が54点であり，これを２分し検討している．ＬＳＡ高値群は，

要介護度が軽度移行または利用終了した人の割合は23.1％であり，ＬＳＡ低値群３％に対しとても高かった．

ＬＳＡが54点より高い対象者は要介護の改善傾向がみられ，低い対象者は悪化する傾向がみられた．生活活動

度は，歩行能力や筋力，外出目的の有無等が関連していた．外出の機会が多いことで筋力や歩行能力が向上ま

たは維持され，身体機能だけでなく社会参加や他者との交流，環境などが複合的に影響していた．川村・加藤・

近藤（2018）は，ＬＳＡが歩行能力や筋力，外出目的の有無等と関係性があり，生活活動度が高いことが，日常

生活自立度の向上や社会参加の増加に繋がり，ＩＡＤＬ低下の予防，要介護度の改善に影響するとの見解を示

している．

南條・長澤・池田（2017）は，通所リハビリテーションを利用する要支援・要介護者40 名（80.3±6.3歳）を対

象として，1年間の運動機能に対する介入効果が生活活動に及ぼす影響を調査している．生活空間はＬＳＡで

評価し，運動機能に関する評価は，四肢等尺性筋力，5 m 最大歩行速度，ＴＵＧ，片脚立位保持時間，ＦＲＴ

（Functional reach test）を計測し評価している．ＬＳＡの12ヵ月後得点が維持向上した群と減少した群に分け，

12ヵ月間における運動機能の変化を群間で比較している．ＬＳＡが維持向上した群に比べＬＳＡが低下した群

では，５m最大歩行速度（５ＭＷＳ）は低く，ＴＵＧは高く，いずれも改善はみられなかった．そのため，南條・

長澤・池田（2017）は，通所リハビリテーション利用者の移動能力を低下させないためには，ＬＳＡで評価され

た日常における「活動」を維持していくことが重要であると指摘している．

中川・猪股・今野ら（2008）は，通所リハビリテーションを利用する，要支援・軽度要介護高齢者に対する運

動介入において，集団運動の実施がその後の個別運動に与える効果を調査している．対象は，要支援または軽

度要介護高齢者計41名（Ａ群20名；81.6±6.2歳，Ｂ群21名；79.8±6.1歳）であった．集団運動と個別運動を指導

した群と，個別運動のみを指導した群に分けて調査している．評価は，身長・体重・体脂肪，握力，膝伸展筋

力，長坐位体前屈，開眼片足立ち時間，ＦＲＴ，ＴＵＧ，10m歩行時間，老研式活動指標，ＳＦ-３６ （Short-Form 
36-Item Health Survey），ＬＳＡを用いていた．集団運動は，主運動としての主要な筋肉に対する筋力トレーニ

ング，立位バランス運動を実施している．個別運動は，主に体幹・下肢の粗大筋の筋力トレーニング，立位で

の筋力トレーニングを目的とした運動８項目と，ストレッチ５項目をおこなっている．介入は，３ヶ月間の集

団運動を実施したうえで３ヶ月間の個別運動を実施したＡ群と，新たに個別運動のみを３ヶ月間実施したＢ群

に分けて比較することで要介護高齢者に対する集団運動の効果を検証している．Ａ群は，集団という要素が，

対象者の精神面に効果を及ぼし集団運動実施後の活気を向上させていた．集団運動後の個別運動は，体脂肪の

減少やＬＳＡの向上がみられたことから，集団運動による活気の向上の後に，生活の活動範囲が拡大し，その

結果，体脂肪の減少，身体機能の改善，ＱＯＬの改善に繋がっていた．Ｂ群は，下肢筋力の増加傾向がみられ

たが，有意差はみられなかった．集団運動後は，下肢筋力の向上が認められ，個別運動後もさらなる下肢筋力

の向上が認められた．バランスは，両群とも個別運動の実施後に片足立ち，ＦＲＴに優位な改善が認められた．

介入は，特に立位バランスに良い影響を及ぼしていた．集団運動後は，バランスに対して有意性がみられなかっ

た．また，ＴＵＧ，歩行は，改善傾向がみられたが，有意性は認められなかった．中川・猪股・今野ら（2008）
も認めているように，介入は，対象者に応じて動的な運動を徐々に処方し，継続させることが必要である．集

団運動と個別運動を実施したＡ群に，下肢筋力，精神面の改善が認められたことから，集団運動による活気の
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向上や運動習慣の形成が，生活の活動範囲を広げるだけでなく，その後の個別運動に好影響を与えることにな

る． 

３. 通所介護を利用する高齢者に対する支援効果とＬＳＡに関する有用性

介護予防を必要とする高齢者に対する支援効果としての生活空間の測定尺度に関する有用性について，筆者

は介護保険サービスのなかで在宅生活の継続に繋げる役割がある通所介護（デイサービス）に焦点を当て，運動

機能に関する介入が生活空間の広がりに与える影響を調査した．あわせて，要介護認定の有無，健康状態，身

体機能，ＩＡＤＬに対して面接法を用い，生活空間を評価する指標はＬＳＡを用いた．

調査は，通所介護（デイサービス）を利用する要支援・要介護者の高齢者54人を対象におこなった．調査期間

は，2017年12月から2018年９月までの９ヵ月間で，脱落のなかった15人（82.7±6.3歳）について検討した．15人
の年齢は，70歳代４人，80歳代９人，90歳代２人であった．介護度は，要支援１が５人，要支援２が４人，介

護１が３人，介護２が２人，介護３が１人であった．１週間の利用回数は，１回が５人，２回が７人，３回が

１人，４回が２人であった．運動機能に関する介入は，個別の運動として，歩行練習，正しい姿勢保持に必要

な背筋群を強化するローイング，下肢の抗重力筋群を強化するレッグプレス，歩行時の安全性を高める大腿四

頭筋を強化するレッグエクステンション，歩行時の横への安定性を高める中臀筋等を強化するヒップアブダク

ションを実施した．集団の運動は，運動と認知トレーニングを組み合わせて認知機能低下を抑制するコグニサ

イズにより実施した．

図１で示すように，ＬＳＡ値の推移は，全体では，2017年12月43.4に比べ2018年３月は47.7に9.9％改善し，

2018年３月に比べ2018年６月42.2は11.5％悪化した．2018年６月に比べ2018年９月53.5は26.8％改善した．要支

援者の推移は，2017年12月53.8に比べ2018年３月56.2は4.5％改善し，2018年３月に比べ2018年６月51.8は7.8％
悪化した．また，2018年６月に比べ2018年９月58.8は13.5％改善した．要介護者の推移は，2017年12月27.8に
比べ2018年３月34.9は25.5％改善し，2018年３月に比べ2018年６月27.8は20.3％悪化した．また，2018年６月に

比べ2018年９月45.6は64.0％改善した．

図1　ＬＳＡ値に関する改善率の推移

対象者の年齢は，全体の平均では82.7歳であり，そのうち要支援者の平均は84.1歳であり，要介護者の平均
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は80.7歳であった．在宅で暮らし通所介護を利用している方は，要介護者より要支援者の方のほうが高齢であっ

た．ＬＳＡ値をみると，要支援者に比べると要介護者のほうが増加していた．

表３で示すように，ＬＳＡ値の平均は，全体では，調査期間９ヵ月間で42.6％増加した．そのうち要支援者は，

12.4％増加しており，要介護者は87.9％増加した．

ＬＳＡ値の平均を介護度別でみると，要支援１の推移は，2017年12月の58.6に比べて2018年９月は62.8に
11.1％増加し，要支援２は，2017年12月の47.8に比べて2018年９月は53.9に14.1％増加した．要介護１は，2017
年12月の18.0に比べて2018年９月は38.5に128.0％増加した．要介護２は，2017年12月の31.5に比べて2018年９

月は47.0に57.7％増加した．要介護３は一例であったが，2017年12の50.0に比べて2018年９月は64.0に28.0％増

加した．2017年12月に比べて2018年9月のＬＳＡ値は，要支援1の対象者1人が減少していたが，残り14人はＬ

ＳＡ値が増加していた．ＬＳＡ値は，要支援者に比べて要介護者は圧倒的に増加していた．なかでも，要介護

１の対象者は，２番目に増加した要介護２の対象者の二倍以上に増加していた．

調査期間９ヵ月間の運動介入と生活空間の広がりは，対象者のほとんどが，ＬＳＡ値が改善したことから，

運動介入により生活における空間的な広がりが増したと推測された．なかでも，要介護１の対象者においては，

運動介入により社会的な生活の広がり効果が期待できた．運動機能の介入効果は，要支援者に比べ運動機能の

劣る要介護者のほうが改善する傾向があった．一方，６月の改善傾向は鈍化または悪化していた．要因は，梅

雨の影響により，調査対象者の移動範囲が狭くなっていたことが挙げられた．

表３　要支援・要介護別平均のLSA値の推移

n
介入前

(2017.12)
介入後
(2018.9) 　  増加率

全 体 82.7±6.3歳 15 43.4 53.5 42.6％

要 支 援 全 体 84.1±6.1歳 9 53.8 58.8 12.4％

要 介 護 全 体 80.7±6.1歳 6 27.8 45.6 87.9％

要 支 援 １ 83.0±7.2歳 5 58.6 62.8 11.1％

要 支 援 ２ 85.5±3.9歳 4 47.8 53.9 14.1％

要 介 護 １ 80.3±7.8歳 3 18.0 38.5 128.0％

要 介 護 ２ 80.0±4.0歳 2 31.5 47.0 57.7％

要 介 護 ３ 83.0歳 1 50.0 64.0 28.0％
注) 増加率はローデータから算出しているため介入前後の平均値から算出した増加率とは一致しない．

category 年　齢
LSA値

年齢，利用回数，ＬＳＡ値は量的数値であることから，要支援者と要介護者との関係性を判別分析で調べた

ところ，年齢とＬＳＡ値については関係がみられなかった．運動介入により社会的な生活の広がり効果が期待

できたことから， 介入前の2017年12月と介入後の2018年９月のＬＳＡ値について分散分析した．結果は，表４

で示すように，増加率に違いがみられた．分析については，アイスタット社のマルチ多変量ソフトを使用した．

表４  分散分析表

要因 偏差平方和 自由度 不偏分散 分散比

全体 4.5 13 0.3440

因子間 3.1 3 1.0173 7.1631 0.0075 **

誤差 1.4 10 0.1420

P値

P<=0.005[***]， 0.005<P<=0.01[**]， 0.01<P<=0.05[* ]， P>0.05[  ]

要支援・要介護者別の平均との差に関して調べた．結果は，表５で示すように，要介護１の対象者は要支援
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１の対象者に比べてＬＳＡ値が有意に高かった．要介護１の対象者は要支援２の対象者に比べてＬＳＡ値が有

意に高かった．要介護１の対象者については要介護２の対象者に比べて増加率は高いものの調査数が少なく，

高いか否かは不明であった． 

表５  要支援・要介護度別の平均との差に関する検定と推定

S  D ｎ S  D ｎ
要支援１ 要支援２ 11.1％ 5 14.1％ 4 2.9％ 0.1157 0.9101

要支援１ 要介護１ 11.1％ 5 128.0％ 3 116.9％ 4.2458 0.0017 *

要支援１ 要介護２ 11.1％ 5 57.7％ 2 46.5％ 1.4758 0.1708

要支援２ 要介護１ 14.1％ 4 128.0％ 3 113.9％ 3.9581 0.0027 *

要支援２ 要介護２ 14.1％ 4 57.7％ 2 43.6％ 1.3361 0.2111

要介護１ 要介護２ 128.0％ 3 57.7％ 2 70.3％ 2.0441 0.0682

統計量 P 値

P < = 0.002[**]， 0.002< P < = 0.008[* ]， P > 0.002[  ]

category １ category ２category １ category ２ 差

対象者は，要介護者より要支援者の方のほうが高齢であった．年齢と生活空間の広がりとの関係性はみられ

なかった．運動機能の介入と生活空間の広がりは，対象者のほとんどが，ＬＳＡ値が改善したことから，運動

介入により生活における空間的な広がりが増したと推測された．運動機能の介入効果は，要支援者に比べ運動

機能の劣る要介護者のほうが改善する傾向があった．なかでも，運動介入の効果を要支援１から要介護３の対

象者をみると，要介護１の対象者はＬＳＡ値が最も高くなっていた．一方，６月の改善傾向は鈍化または悪化

していた．要因は，梅雨の影響により，調査対象者の移動範囲が狭くなっていたことが挙げられた．分散分析

の結果，要支援１から要介護１の対象者の中で比べれば，要介護１の対象者のＬＳＡ値が有意に高く，社会的

な生活の広がり効果は，要介護１の対象者が最も期待できることが示された．

おわりに

先行研究により，生活活動量，身体機能，健康状態，ＩＡＤＬ，物的・人的環境がＬＳＡに関係し，生活活

動度が高いことが日常生活自立度の向上や社会参加の増加に繋がることが分かってきた．生活空間の測定はＬ

ＳＡが有用であり，ＩＡＤＬ低下の予防や要介護度の改善には生活活動の向上が有用であることから，介護予

防を必要とする高齢者に対する支援効果を，通所介護（デイサービス）を利用する地域在住の要支援・要介護者

を対象に検討した．結果は，運動介入における生活の空間的な広がりは，年齢との関係はみられなかった．対

象者の介護度別にみたＬＳＡ改善率は，運動機能の劣る要介護者が高かった．運動介入の効果は，要支援１か

ら要介護３の対象者をみると，要介護１の対象者はＬＳＡ値が最も高くなっていたが，要介護２と要介護３の

データ数が小さく，高いか否かは不明であった．分散分析の結果から，要支援１から要介護１の対象者の中で

比べれば，社会的な生活の広がり効果は，要介護１の対象者が最も期待できることが示された．

ＬＳＡは，介護予防を必要とする高齢者に対する生活空間の測定尺度として有用であるだけでなく，転倒リ

スクの程度を調べる指標として傍証された．同様のことは，通所介護（デイサービス）でおこなった介護予防支

援としての集団・個別運動介入からもみられた． 
本研究の限界は，調査対象者の脱落が多くあり，得られたデータは15人と少なく，支援内容の程度に関する

記録を欠いていた．結果として調査に偏りが出た可能性は否定できない．加えて，６月の梅雨時期を調査期間

にしたことで，比較的元気で外出をする要支援者の活動範囲を狭めた可能性は否定できないなど検討されるべ

き課題も多い．また，ＬＳＡが悪化した対象者については，支援内容について検討する必要があった．このこ

とは改めて研究したい. 
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